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研究成果の概要（和文）： 

  本研究は、1999 年より始まった中国の高等教育大衆化の 10 年間を回顧することを通して、
①中国の高等教育の量的拡大は既存の「エリート型」高等教育機関の急激な規模拡大によって
実現されたものであるという特徴を指摘した。②10 年間の拡大を経て、「エリート」大学は、
拡大にブレーキをかけ、質の保障と向上に力を入れるようになったのに対し、地方大学及び民
弁大学は学校運営を維持するために、学生の募集拡大を継続せざるを得ないという難局に立た
されている。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This research reconsidered the ten years of the expansion of higher education in 
China, and the characteristics can be summarized as follows. Elite universities 
played a main role in the process of expansion of higher education. However, after 
one decade of expansion, the elite universities stopped extending the recruitment, 
and turned their attention to the quality ensurement. On the other side, the local 
universities and private universities found they are obliged to maintain the speed 
of expanding the recruitment for the purpose of obtaining enough capital to run the 
universities. 
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１．研究開始当初の背景 

1999 年よりスタートした中国の高等教育
大衆化は、今年で 14 年目に入った。大衆化
初期の大躍進的な規模拡大は、次第に落ち着
きを見せ始めている。ただし、13 年間の拡大
を経て、2012 年中国の高等教育在学者規模は
拡大直前の 1998 年の 341 万人より、9倍以上
の 3,167 万人に急増し、高等教育粗進学率も
26.9%に達した。世界の高等教育拡大の歴史
から見れば、このような拡大のスピードは、

極めて驚異的なものと言えよう。 
なぜ中国の高等教育が短期間でこのよう

な急激な拡大を果たしたのか。簡単にいうと
経済の高度発展、産業構造の変化が人材需要
を高めたというプル要因と、高等教育の私的
収益率の上昇によって国民側の高等教育機
会に対する需要が増大したというプッシュ
要因が挙げられる。さらに深く掘り下げて考
察してみると、急速に進んでいる経済改革が
もたらした社会構造の変化―新中産階級の
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誕生、学歴主義の定着が高等教育の拡大を加
速する深層的な原因と考えられる。このこと
は、他国でも共通的に見られる。ただし、急
激な拡大の引き金となったのは、1998 年の金
融危機以降、高等教育の募集拡大と授業料の
全面徴収を通して、内需を刺激しようとする
経済的目的である。したがって、他国と比較
して、中国の高等教育大衆化は政府主導で短
期間で実現されたという特徴が指摘できる。
しかも、欧米や日本のように、「マス型」の
高等教育機関を創設することによって、漸進
的に高等教育の大衆化段階へ移行する過程
と違い、中国の高等教育の大衆化は、既存の
「エリート型」高等教育機関の急激な規模拡
大によって実現されたものである。 

中国の高等教育大衆化のプロセスの中で、
もっとも注目すべきなのは、各種の高等教育
機関が演じた役割と機能の分化である。エリ
ート大学が急激な拡大を数年間続いたあと、
質保障のために急遽拡大にブレーキをかけ
た。一方、地方大学は「大学城」（学園都市）
という形でどんどん巨大化しつつある。また、
民営高等教育機関は、新鋭軍として高等教育
大衆化における活躍を高く期待されたにも
変わらず、すぐにその発展は停滞に落ち、現
在は存続問われる危機に瀕している。このよ
うに、中国の高等教育大衆化を論じる際には、
客観的な社会背景と特殊な政策と制度に着
目する以外に、量的拡大を担う各種類の高等
教育機関が拡大のプロセスにおける役割、及
び結果としての機能分化を考察する視点が
重要であろう。 
  
２．研究の目的 
 

 本研究の目的は 2つある。 

(1)1999 年より始まった中国の高等教育大衆

化の 10 年間を回顧することを通して、中

国の高等教育の量的拡大―大衆化のプロ

セスがどのような形で、どのような主体に

担われて展開したのかを分析するもので

ある。 

 

(2)拡大後の結果として、大学の機能分化に

ついて考察を試みる。この分析を通して、

高等教育拡大の理論に新たな視点と事例

を提供することを目的にする。 

 
３．研究の方法 
 

本研究では、政策研究、ナショナル・デー
タの分析というマクロ研究と、機関レベルの
ミクロ研究という 2つのアプローチから進め
た。 
 
(1)マクロ研究 

 
①高等教育の拡大に至るまでの社会背景と
政策変遷を追跡する。 

高等教育の拡大に踏み切ったことの社
会背景について、a.経済・職業構造、b.社
会の階層構造、c.中等教育・高等教育の構
造という三つの角度で分析する。そのうえ
で、高等教育の拡大に至るまでの政策につ
いて、教育関係のものに限らず、社会、経
済などの政策にも着目する。 

 
②高等教育拡大の方式と特徴を析出する。ナ
ショナル・データを用いて、各種類の高等
教育機関が大衆化のプロセスでいかに拡
大を図ったのは、どのような役割を果たし
たのかについて分析する。また、拡大の結
果として、中国の高等教育はどのような構
造をなしているのかについて考察する。そ
の際に、機関数、学生数、さらに専攻数の
変化に着目する以外に、文化大革命によっ
て中断された高等教育が 1978 年に再開さ
れた後に、合併、再編、新設などの大学の
離合集散を描くことも研究の射程に入れ
る。 

③上記の分析を通して、中国の高等教育拡大
の特徴を析出する。 

 
 (2)ミクロ研究 
①各種類の大学が規模拡大のプロセスにお
いて、如何に機能を分化したのかを、イン
プット、スループット、アウトプットとい
う三つの角度から分析を展開する。 

 
②ケース・スタディーとして、「エリート大
学」としての中央省庁所属大学―上海交通
大学（国立）、「一般大学」としての地方政
府所属大学―蘇州大学（公立）、さらに民
弁大学―上海杉達学院（私立）を事例にし、
1998 年以降の大学の発展状況を大学年鑑、
及び大学管理者へのインタビューを通し
て考察を試みる。インプットの部分では、
進学者、つまり高等教育の需要層の属性を
分析する内容である。スループットは教育
と経営管理という二つの視点から考察す
る。教育に関しては、主として a.教育目標
と b.カリキュラムの編成、経営管理に関し
ては、主として a.財政、b.管理運営方式と
いう内容を分析する。アウトプットは卒業
生の大学進学、就職などの進路分化につい
て考察を行う。 

 
４．研究成果 
 
(1) 中国の高等教育大衆化が急速に実現さ
れたのは、以下の二つの原因が考えられる。
第一、グローバル社会において、一刻も早
く先進国に仲間入りするため、高等教育を



 

 

発展するという「後発効果」がまずあげる
ことができる。第二、国内経済の発展、産
業構造の変化による高学歴人材への需要
拡大に加え、国民の中に高等教育を受ける
要望が高まり、この両者が高等教育の拡大
のための環境を作り上げた。ただ、実際拡
大のきっかけとプロセスについて見てみ
ると、中国の高等教育大衆化は政府の強い
統制のもとで行われたという特徴が見ら
れる。欧米や日本が「マス型」の高等教育
機関を創設することによって、漸進的に高
等教育の大衆化段階へと移行した過程と
違い、中国の高等教育の大衆化は、既存の
「エリート型」高等教育機関の急激な規模
拡大によって実現されたものである。 

 
(2)高等教育の大衆化が実施してからの最初

の数年間は、エリート大学を含め、すべて
の大学が急激な拡大に踏み切ったが、数年
後に、質の低下を危惧し、エリート大学は
拡大にブレーキをかけた。それに対して、
地方大学、特に大学の経営が学費に大きく
頼る民弁大学は、拡大をし続けている。 

 
(2)インプット 
①在学者の構成からみれば、上海交通大学は、

本科（学部生）の拡大から、大学院の発展
に力を入れる方向に転換した。2012 年に学
部生（16,116）と大学院生（25,043）の比
率は 1:1.6 となっている。それに対して、
蘇州大学の学部生対大学院生の比率は
1.7：1 であり、学部教育が依然として主体
である。そして、民弁大学の上海杉達学院
は、高等専門学校から徐々に本科教育にシ
フトし、近年大学院生の養成も開始した。
このように、1999 年に開始した高等教育の
大衆化は、4 年制の本科教育及び 2 年～3
年制の専科教育を中心に規模の拡大を果
たしたが、10年余りの時間を経て、本科教
育と専科教育がすでに飽和状態になり、高
等教育の規模拡大は、大学院教育にシフト
しつつあるということが見て取れる。 

 
②大学が急速に拡大したにもかかわらず、一

人っ子政策による 18 歳人口の減少、海外
留学を選択する高卒者の急増によって、学
生の安定確保は、地方公立大学、民弁大学
の死活問題となった。そのため、戸籍制度
によって、従来戸籍所在地の高卒者しか進
学できなかった公立大学は、徐々にその門
戸を大学所在地域以外の人に開放せざる
を得なくなった。特に出稼ぎ農民工の子弟、
内陸地域の高卒者が地方大学と民弁大学
の新たな供給源となりつつある。ただし、
授業料と大都市における生活費の高騰に
とは対照的に、大卒者の就職率が低下する
現状では、公立大学と民弁大学はたして農

村部、内陸部地域の高卒者にとって魅力的
なのかは、疑問である。 

 
(3)スループット 
専攻の設置などをみてみると、国公立の上

海交通大学と蘇州大学は、いずれもアメリカ
型の総合大学を目標に、文、理、医の等の専
攻を揃うように専攻の編成と改組を行った。
ただし、その目標を達成するために、この 2
校は専攻の新設の代わりに、既存の大学の合
併という安上がりの方法を講じていた。この
ような大規模な大学の統廃合が実現できた
のは、政府の強い行政力による介入があるか
らできたのであろう。一方、民弁大学の上海
杉達学院は、就職市場の需給関係に敏感に反
応し、4 年制大学がかかわっていない分野、
例えば「造船」、「看護」などの専攻を新たに
開拓した。民弁大学は政府による強力なサポ
ートを受けられないため、国公立大学との競
争において常に劣勢に立たされているかも
しれないが、逆に市場の需要をより正確に捕
捉できると考えられる。上海杉達大学は経営
の独立性を保つために、政府とは適度な距離
を置いている。 
 
(4)アウトプット 
大卒者の就職難が共通的に見られる。特に

地方大学の卒業生は、社会的威信度の高いエ
リート大学と実践に重んじる民弁大学、高等
専門学校の狭間に立たされている。 
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